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はじめに 

【推奨環境】 
このレポート上に書かれている URL はクリックできます。できない場合は最

新の AdobeReader をダウンロードしてください。（無料） 
http://www.adobe.co.jp/products/acrobat/readstep2.html 
 
【著作権について】 

このレポートは著作権法で保護されている著作物です。 
下記の点にご注意戴きご利用下さい。 

 
このレポートの著作権は作成者に属します。 
著作権者の許可なく、このレポートの全部又は一部をいかなる手段におい

ても複製、転載、流用、転売等することを禁じます。 
このレポートの開封をもって下記の事項に同意したものとみなします。 
このレポートは秘匿性が高いものであるため、著作権者の許可なく、この

商材の全部又は一部をいかなる手段においても複製、転載、流用、転売等

することを禁じます。  
著作権等違反の行為を行った時、その他不法行為に該当する行為を行った

時は、関係法規に基づき損害賠償請求を行う等、民事・刑事を問わず法的

手段による解決を行う場合があります。 
このレポートに書かれた情報は、作成時点での著者の見解等です。著者は

事前許可を得ずに誤りの訂正、情報の最新化、見解の変更等を行う権利を

有します。 
このレポートの作成には万全を期しておりますが、万一誤り、不正確な情

報等がありましても、著者・パートナー等の業務提携者は、一切の責任を

負わないことをご了承願います。 
このレポートを利用することにより生じたいかなる結果につきましても、

著者・パートナー等の業務提携者は、一切の責任を負わないことをご了承

願います。 

http://www.adobe.co.jp/products/acrobat/readstep2.html
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第１章：プロローグ 
 
 
２００８年12月より試行された法律についてのレポートとなります。  

必ず、良くお読みになってからメールマガジンを発行してください。  

 

 

特定電子メール法にはメルマガ発行者やアフィリエイターには  

重要な問題となっています。  

 

下記が総務省のホームページにおいてある特定電子メール法についての 

パンフレットです。 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/pdf/m_mai

l_pamphlet.pdf 

 

 

 

※注意  

私は法律の専門化ではなく、総務省に電話してお聞きしたことを私の考

えと共に記載しております。  

最新の情報は総務省の HP からご確認お願いします。 
 
2010/2/24 現在 
 
 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/pdf/m_mail_pamphlet.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/pdf/m_mail_pamphlet.pdf
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第２章：特定電子メール法 

 

 

（１）特定電子メール法条文  
２００８年12月からこの特典電子メール法というのが新しく改正され

ました。  

 

このレポートでは、今後メルマガを使ってビジネスをしていく上で絶対

に理解して置かなければならないこの特定電子メール法について  

いったいどういうものか。というのを説明したいと思います。  

 

まずは、こちらを参照してください。  

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/pdf/h20ka

isei_amendedtext.pdf 
 
 
特定電子メールの送信の適正化等に関する法律  

（平成２０年改正法による改正後の条文）  

と、いうものです。  

もう少し分かりやすい書き方をしているのが、こちらです。  

 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/pdf/m_mai

l_pamphlet.pdf 

 
いずれにしろ、分からないという声が多数いただいているので 、このレポート

では、さらに分かりやすく簡単にだれにでも分かるように説明したいと思いま

す。 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/pdf/h20kaisei_amendedtext.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/pdf/h20kaisei_amendedtext.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/pdf/h20kaisei_amendedtext.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/pdf/m_mail_pamphlet.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/pdf/m_mail_pamphlet.pdf
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（２）特定電子メール法とは 

 
 
特定電子メール法とは、特定電子メール、つまり営利目的のメールマガ

ジンを送信している人へ、厳しく取り締まるための法律です。  

 

夢リタトリプルアローでは当然、営利目的のメールマガジンを発行する

ことになりますので、すべての方が当てはまります。  

 

 

これに違反した場合、個人だと１００万円以下、法人だと３０００万円

以下の罰金が課されてしまいます。  

 

ここで多い疑問が、  

特定電子メールってなんだ？  

何をしたら違法になるの？  

というところですね。  

これらをこれから説明していきます。 
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（３）特定電子メールとは 

 
 
そもそも特定電子メールってなんのことをさすのか  

この疑問をお答えしたいと思います。 

 

  

特定電子メールの定義は  

SMTPを使用した営利目的、または広告、宣伝のためのメール。  

よく分からないですね。  

 

 

簡単に言います。  

メールマガジンは全て当てはまると考えてください。  

毎日の日記を書いたメルマガなどは当てはまりません。  

 

 

と、言いたいところですが法改正後の特定電子メールでは  

そのような一見営利目的ではなさそうなメルマガも特定電子メールに含

まれてしまいます。  

 

 

特定電子メールに当てはまらないものは、  

団体で使用しているメーリングリスト(メーリス)を使用した  

団体固有の情報を発信するメール。  
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SNS(Mixiのようなもの)の機能を使った利用者への一斉配信。  

これらは特定電子メールには含まれません。  

しかし、一斉配信と同時に登録してあるメールアドレスにも同じ記事 
がいってしまうような設定になっている場合は、特定電子メールとなり

ます。 
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第３章：何をしたら違反なのか 

 
 
この特定電子メールを使用しているメールマガジン発行者は  

特定電子メール法に違反するようなことをしたら、罰則が与えられてし

まいます。  

 

何をしたら違反なのか。ここでお話したいと思います。 

 

  

（１）発行者情報を載せないメルマガ  

 

メルマガには必ず発行者の情報を記載しなくてはいけません。  

どのような情報を載せるのか  

具体例を次のページから書きます。  

 

ここの部分はメルマガの末尾に記載してください。 
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具体例①  

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞  

発行者情報  

氏名：柴野雅樹  

連絡先：cab9masaki＠yahoo.co.jp  
住所；東京都柏江市猪方３－２８－１４  

解除アドレス：http://aaaaaaaa.com  
∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞  

 

 

具体例②  

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞  

発行者情報  

氏名：株式会社ドリームスタイル  

連絡先：cab9masaki@yahoo.co.jp  
住所；東京都柏江市猪方３－２８－１４  

解除アドレス：http://aaaaaaaa.com  
∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞  

 

 

具体例③  

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞  

発行者情報  

株式会社ドリームスタイル  

連絡先：cab9masaki＠yahoo.co.jp  
ホームページ：http://dreamstyle.biz/company/index.html  
解除アドレス：http://aaaaaaaa.com  
∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞ 
 
 
 

http://aaaaaaaa.com/
http://aaaaaaaa.com/
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● 氏名、または名称  

 

これは、発行者が個人の場合は氏名を記載します。 

  

必ず、本名フルネームで記載します。  

ニックネーム、ペンネームなどではいけません。  

 

ニックネームを既にメルマガで使っている方へ。  

たとえばニックネームを【マサ】としているとします。 

 

  

メルマガ本文などでは、マサと名乗っても大丈夫です。  

 

 

しかし、発行者情報のところでは必ず本名を明かしてください。  

 

 

発行者氏名：柴野雅樹  

このうような形で問題ないと思います。  

発行者が団体の場合は、その団体名か法人の名称を必ず記載してくださ

い。  

団体名を記載すれば、代表者名は記載する義務はありません。  

具体例  

発行者情報  

 株式会社ドリームスタイル
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● 連絡先  

 

これは、メールアドレスか電話番号、どちらかを記載します。  

必ず読者が連絡を取れるものにしてください。  

読者からのクレームや質問に対し、返信をしないでいると  

違反の対象になります。  

これはメール本文かもしくはリンク先にその情報を記載してください。  

 

 

● 住所  

 

これも必ず記載しなければいけません。  

記載する場所はメール本文かリンク先ページです。  

個人の場合は自宅の住所になります。  

会社の名前を使用している場合は、会社の場所(事務所)の住所を記載し

てください。  

 

※ 住所をローマ字や画像などにして検索エンジンにキャッシュされな

いようにすること、さらには見にくくすることは違反とは言えないそう

ですが、見やすくしておく必要があるということと、PCだけではなたく

携帯端末からでも見れるようにしておく必要があるようです。 

 

 

● 解除アドレス  

 

これも必ず記載してください。  

これはメール本文内に記載します。  

ワンクリックなどでもなくても問題ないです。 
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（２）読者リストの管理  

 

メルマガ発行者として、取得したメールアドレスの情報を管理しなくて

はいけません。  

 

読者一人一人の情報を管理しなくてはいけません。  

管理しなくてはいけない情報とは  

いつ、どこで、どのように取得したメールアドレスなのか。  

という情報です。  

 

 

これは、読者からクレームがあったときに、その読者に対し提示できる

ようにするためと、  

警察から見せろと言われたときに、すぐに提示できるようにしておかな

ければいけません。  

 

 

※これは２００８年１２月以前に登録されたアドレスについては  

このように管理しておく義務はありません。  

１２月以降に代理登録したアドレスを管理します。 
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例えば、  

メルぞうの場合は、  

 

 
 

 

 
 

 
 
期間を指定して、ダウンロードをクリック 
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いつ誰の協賛で読者を獲得したのか？  

などの情報が見れるようになっています。  

 

 

取得したリストをダウンロード後の情報が見れる無料レポートスタンド

を利用しておく必要があります。  

 

又、レポートスタンドなどで（読者情報）ダウンロードした csv ファイ

ル（エクセルのファイル）を必ず保管しておいてください。 
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下記画像はレポートスタンドの激増からリストをダウンロードする画面です。 
 

 

 
↓ 激増からダウンロードしたファイル 

 
 

 
 
この様な、どのレポートからいつ協賛で登録されたのか？  

などの情報が載っていますので、
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必ず保存しておいてください。  

他のレポートスタンドも同様です。 
 

 

 
この様なフォルダを作り 

 

 
これではよく分からないので、 

 
 

 
 
この様な、年月日とレポートスタンド名を入れて保管しておきましょう。 
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この様な形で月別に管理をしていきましょう。 

  

現在、まぐまぐなどの無料メルマガスタンドでは  

読者の管理が一切出来ない状況にあります。  

 

総務省に聞いたところ、これはまぐまぐの対応に任せる  

とのことでした。  

まぐまぐが今までと何も変わらなかったら、まぐまぐ利用者は全て  

違反者となってしまいます。  

 
 
 



特定電子メール法 

- 18 – 
Copyright (C) 2010 柴野雅樹. All Rights Reserved. 

 
メールスタンド、無料レポートスタンド共に、リファラー（どこから登

録したのか？）などの登録情報がとれる様に改善されると思います。 

 

  

逆にそういった対策がされないサービスは今後利用しない方がよいかも

しれません。 

 

  

コンビーズの場合は、いつ誰が登録したのかの情報はダウンロードする

事ができます。  

アスメルも同様です。  

 

 

メール商人については解除後のアドレスもリストとして残るので、管理

は上記二つよりも行いやすいです。  

独自の CGI 等で配信される方は、注意してください。 
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３）オプトイン方式  

 

オプトイン方式とは、読者の方に許可を得てメールマガジンを発行する

と言うことです。  

 

必ず、ブログやオプトインページにメールアドレスを登録すると、  

メールマガジンに登録されます。  

と言うことを記載してください。 
 
ブログの例 
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こちらはブログの例ですが、必ず赤枠ないの様なメールアドレスを 
登録する方が分かる表記を書いてください。 
 
 
オプトインページの例 
 

 
 

メールマガジンに登録されますと言うことを書いてください。 
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第４章：罰則について 

 
 
特定電子メール法に違反した場合、罰則として 
個人の場合は１年未満の懲役、若しくは１００万円以下の罰金。 
法人の場合は３０００万円以下の罰金。 
 
このような罰則になります。 
 
 
しかし、基本的に違反者にはまず違反警告メールが届きます。 
 
 
この警告メールが来た後も違反をしていた場合に 
これらの罰則が与えられます。 
 
しかし、警告なしに一発アウトという違反条件もありますので 
気をつけてください。 
 
一発アウトの条件とは 
発行者情報を偽った場合です。 
 
● メールアドレス、連絡先を他人のものを使用した 
● 住所を架空のものにした 
● 名前を偽った 
 
 
このような場合、通達なしで直接警察が来ることもあります。 
 
その他の違反については、まず警告が来ますが 
このような警告も来ないように、しっかりとしたメルマガ発行者になってくだ

さいね。 
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第５章：無料レポートスタンドについて 

 
 
特定電子メールを送信してもよいアドレスというのは 
オプトインであることが絶対条件です。 
 
オプトインというのは、読者が同意しているという意味です。 
 
 
しかし、この同意という点がとても曖昧なので 
例えば、無料レポートスタンドでの協賛登録されたアドレスなどは 
どうなるのか。 
など、分からない点があります。 
 
 
総務省の方には、この無料レポートスタンドというのが知らなかった 
ようなので、わざわざ調べてもらいました。 
 
 
無料レポートスタンドが急に使えなくなるということは 
あまりなさそうですが、無料レポートスタンドに登録した後に 
悪質なメールがよく来るということがあれば。 
無料レポートスタンド自体の今の仕組みももしかしたら 
無くなってしまうかもしれません。 
 
 
これを避けるために、協賛アドレスについては注意を払いながら 
いきなり売り込みメールなどは辞めましょう。 
 
まずは、お客様にメールマガジンに登録します。 
ということをお伝えした上で配信をしていくことが今後は 
ベストだと考えられます。 
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第６章：まとめ 

 
 
特定電子メール法に違反しないために  

 

発行者情報をメール本文または文末に記載。  

・氏名、または名称。  

必ず、メール本文に記載。  

リンク先に記載は不可。  

 

・住所  

メール本文、またはリンク先に記載。  

 

・連絡先  

メール本文、またはリンク先に記載  

メールアドレス、電話番号を記載  

 

・解除アドレス  

メール本文に記載  

ワンクリック解除でなくても良い。 

 

読者アドレス管理  

いつどこでどのように取得したかを保存して、いつでも取り出せるよう

にしておくこと。  

 

オプトイン管理  

ブログやオプトインページなどにしっかりとメールアドレスを登録する

と、メールマガジンに登録されます。と記載を入れる  
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無料レポートスタンドの協賛アドレス  

 

いきなり売り込みをかけずにしっかりと、協賛リストとして取得しまし

た。と言う初回メールを打ち、不要な方は直ぐに解除して貰うようにす

る  
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以上で特定電子メール法についてかならず厳守してメールマガジンを発

行してください。  

 

 

また、今回のこのレポートの内容はこちらに何度か問い合わせて、総務

省の役員の方に直接聞いたことをそのまま書いています。  

 

 

総務省総合通信基盤曲電気通信事業部消費者行政課  

分からないことがあれば、こちらにお問い合わせをしてみてください。 

 

 
 

  

今回このレポートでは、条文の内容を簡単に説明しましたが  

必ずこちらは目を通してください。  

こちらの条文はメルマガを発行するのですから必ず目は通してください。  

知らないでは済まされません。 
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o 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律施行規則の一部を改

正する省令案及び特定電子メールの送信等に 関するガイドライン

案に係る意見募集 
http://www.soumu.go.jp/s-news/2008/080916_2.html 

o 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律施行規則の一部を改

正する省令案及び特定電子メールの送信 等に関するガイドライン

案に係る意見募集の結果 
http://www.soumu.go.jp/s-news/2008/081114_3.html 

 

   特定電子メールの送信の適正化等に関する法律施行規則は下記サイトに

おいて公開されています。 
   

http://www.soumu.go.jp/menu_04/s_hourei/new_hourei.html#shourei 
 

※ 総務省ホームページより引用 

 

 

 

 

柴野 雅樹 
 
 
 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2008/080916_2.html
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2008/081114_3.html
http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/new_hourei.html#shourei


 

ここは裏表紙です。 

レポートタイトルや作者名、最後のメッセージなどを入れましょう。 
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